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1工事計画認可申請（補正）に係る論点整理について

 説明内容

 工事計画認可申請（補正）に係る論点について，第1018回審査会合（2021年12月7日）にて示した主な

説明事項を含め，審査の中で論点として整理された項目について説明する。また，第1018回審査会合（2021

年12月7日）での主な説明事項No.1-5に関する指摘事項に対する回答について説明する。

 本日説明する機器・配管関係の主な説明事項は以下のとおり。

分類 No. 項目 回答頁

[１] 詳細設計申送
り事項

1-2 建物・構築物の地震応答解析における入力地震動の評価 別途説明

1-5
漂流物衝突荷重の設定
（【指摘事項に対する回答】を含む）

別途説明

1-8 設計地下水位の設定 別途説明

1-9 防波壁（逆Ｔ擁壁の改良地盤の解析用物性値） 別途説明

 なお，今後の審査にて論点として抽出されたものについても審査会合にて説明する。

分類 No. 項目 回答頁

[１] 詳細設計申送
り事項

1-6 機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ） P.2～26

[４] その他の詳細設
計に係る説明事項

4-1 配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定 P.27～81

【機器・配管関係】

【建物・構築物関係】
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【1-6】機器・配管系への制震装置の適用
（三軸粘性ダンパ）
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設置変更許可審査時において，「機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）」に関して以下の詳細設計へ
申送りした事項（詳細設計申送り事項）があったことから，詳細設計申送り事項に対する回答について説明する。

【詳細設計申送り事項に対する回答】

No. 詳細設計申送り事項 分類 回答 回答頁

1

• 制震装置と対象設備の地震時の構造成立性に
ついては，設置許可段階にて示す地震応答解
析手法による耐震評価結果を詳細設計段階で
示す。
（第796回審査会合（2019年11月12日）
における当社の回答内容 ）

B

• 三軸粘性ダンパを設置した配管について地震応答解析を
行った。配管については発生応力が許容応力以下となるこ
とを確認した。三軸粘性ダンパについては荷重等の応答値
が許容値以下となることを確認した。

• 単軸粘性ダンパについては，別途説明する。

P.10～12

2

• 三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解
析手法について，非対角成分が存在するモード
空間での運動方程式に対して時間積分を行う方
法の詳細と手法の妥当性を詳細設計段階で説
明すること。
（第876回審査会合（2020年7月14日）

B

• 配管系に三軸粘性ダンパを設置した場合，三軸粘性ダン
パによって付与される減衰が大きく，モード座標における減
衰マトリクスが対角化できないため，モード座標で連成した
運動方程式により時刻歴応答解析を行う。なお，本手法
は，MSC.Nastranに標準実装されている手法である。

• 一般的に用いられるモーダル時刻歴解析との違いは，減衰
マトリクスが非対角項を持つか否かのみであり，妥当な手
法であると考える。

P.8,9

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（1/11）
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図１ 三軸粘性ダンパの設置範囲及び耐震クラス

１. はじめに
 大きな地震力が作用する機器・配管系に対して，耐震構造による補強が困難な場合，制震装置の
設置により地震応答を低減することは有効な耐震補強手法のひとつである。

 島根２号機における主蒸気系配管は，今回工認で考慮する鉛直方向の動的地震力等の影響によ
り，耐震構造による補強が困難であることから，制震装置（三軸粘性ダンパ）を設置する。

 三軸粘性ダンパの設置範囲及び耐震クラスを図１に示す。三軸粘性ダンパは外側主蒸気隔離弁から
低圧タービン，復水器までの主蒸気系配管に設置する。また，外側主蒸気隔離弁以降の主蒸気系
配管の耐震クラスはＢクラスであり，外側主蒸気隔離弁から主蒸気止め弁までの範囲はＳｄ機能維
持設計（別紙１参照）とする。

原
子
炉
格
納
容
器

外側主蒸気
隔離弁 主蒸気止め弁

低圧
タービン

高圧
タービン

復水器

タービン
バイパス弁

補助蒸気系へ

湿分
分離器

Ｓクラス
Ｂクラス
Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）
三軸粘性ダンパ設置範囲

蒸気加減弁主蒸気第三弁
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型式
外径

（mm）
高さ

（mm）
質量
（kg）

許容荷重
（kN）

許容変位
（mm）

水平 鉛直 水平 鉛直
型式325/159 325 343 111 68 27
型式630/426 630 586 691 350 140

 三軸粘性ダンパは，主にピストン，ハウジング及び粘性体から構成されており，粘性体への異物等の
混入防止のために保護スリーブが取り付けられている。三軸粘性ダンパの仕様を表１に，三軸粘性ダ
ンパの外観および構造を図２に示す。

図２ 三軸粘性ダンパの外観及び構造

表１ 三軸粘性ダンパの仕様

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（3/11）

２.基本方針
２.１ 三軸粘性ダンパの構造
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 三軸粘性ダンパの動作機構を図３に示す。三軸粘性ダンパは，粘性体とピストンの間に相対運動が
生じることで，相対運動の方向と逆向きに流動抵抗力による減衰性能を発揮する。

 回転対称構造であることから，水平方向については減衰性能の違いはないが，鉛直方向については
動作機構が異なるため，水平方向と鉛直方向では減衰性能が異なる。

 三軸粘性ダンパは自重等の静的荷重は支持せず，熱膨張のような低速度の運動を拘束しない。

図３ 三軸粘性ダンパの動作機構

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（4/11）

２.２ 三軸粘性ダンパの動作原理
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設計条件の決定
三軸粘性ダンパの配置検討

サポートの配置検討

配管系のモデル化

配管仕様，配管・サポート配置，
設計温度条件，耐震条件

地震応答解析の実施

詳細構造設計

許容応力NO

YES

三軸粘性ダンパのモデル化
a.減衰性能のモデル化
b.減衰性能に関わるパラメータの設定
c.ばらつきの考慮

三軸粘性ダンパの性能試験
a.性能試験条件の設定
b.性能試験の実施
c.低速移動時の追従性能試験

YES

NO

性能試験条件

三軸粘性ダンパの解析モデルの追加

図４ 三軸粘性ダンパを設置する配管系の耐震設計フロー

 耐震設計フローを図４に示す。三軸粘性ダンパの設置に伴い追加または変更した設計プロセスについて
以降で説明する。

別紙３

P.12

三軸粘性ダンパの性能の耐震評価への反映方法策定

三軸粘性ダンパの許容限界
a.減衰性能に係る機能の
維持

b.構造強度上の健全性

三軸粘性ダンパ
評価

配管系評価

別紙４

別紙６

別紙４-１

別紙５

別紙７

P.8～11

別紙２

開始

終了 ：三軸粘性ダンパの設置に伴う追加・変更した設計プロセス

：詳細設計段階で説明する事項

：設置致許可申請時に説明済の事項

２.３ 設計方針

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（5/11）
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𝑀 ሷ𝑥 + 𝐶 ሶ𝑥 + 𝐾 𝑥 = − 𝑀 𝐼 ሷ𝑦

𝑀 ， 𝐾 ：配管系の質量，剛性マトリクス
ሷ𝑥 ，{ ሶ𝑥}， 𝑥 ：空間座標における配管系の加速度，速度，変位ベクトル
𝐼 ：単位ベクトル
ሷ𝑦 ：入力加速度
𝐶 ：三軸粘性ダンパを設置した配管系全体の減衰マトリクス

但し， 𝐶 = 𝐶𝑝 + 𝐶𝐷
𝐶𝑝 ：各モードに一律付与する配管系の設計用減衰定数に対応した減衰マトリクス

𝐶𝐷 ：三軸粘性ダンパによって配管系に付与される減衰に対応した減衰マトリクス

【空間座標における運動方程式】

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（6/11）

３. 地震応答解析手法（空間座標）

 三軸粘性ダンパを設置した配管系の応答は地震による慣性力を受ける配管系の運動方程式により
求める。

 三軸粘性ダンパを設置した配管系全体の減衰マトリクス 𝐶 は，各モードに一律付与する配管系の

設計用減衰定数に対応した減衰マトリクス 𝐶𝑝 及び三軸粘性ダンパによって配管系に付与される減

衰に対応した減衰マトリクス 𝐶𝐷 の和として設定する。
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[Λ]𝑇 𝑀 Λ ሷ𝑞 + [Λ]𝑇 𝐶 Λ ሶ𝑞 ＋[Λ]𝑇 𝐾 Λ 𝑞 = − Λ 𝑇 𝑀 𝐼 ሷ𝑦

【モード座標における運動方程式】

[Λ]𝑇 𝐶 Λ = [Λ]𝑇 𝐶𝐷 Λ + [Λ]𝑇 𝐶𝑝 Λ

[Λ]𝑇 𝐶𝑝 Λ

[Λ]𝑇 𝑀 Λ
≅

⋱ 0
2𝜁𝑖𝜔𝑖

0 ⋱

モード座標における三軸粘性ダンパを設
置した配管系全体の減衰マトリクス

モード座標における三軸粘性ダンパ
によって配管系に付与される減衰
に対応した減衰マトリクス

モード座標における各モードに一律
付与する配管系の設計用減衰定
数に対応した減衰マトリクス

三軸粘性ダンパによって付与される
減衰が大きいため，対角化できな
い。（三軸粘性ダンパのモデル化に
ついては別紙6及び7を参照）

一般的な配管系と同様の減衰マト
リクスであり，右式のように近似す
ることができる。

３. 地震応答解析手法（モード座標）

 𝐶𝑝 は減衰が小さいためモード座標で対角化することができる（近似）。一方， 𝐶𝐷 は三軸粘性ダン

パによって付与される減衰が大きいため，対角化できない。そのため，配管系に三軸粘性ダンパを設
置した場合，モード座標で連成した運動方程式により時刻歴応答解析を行う。

 一般的に用いられるモーダル時刻歴解析との違いは，減衰マトリクスが非対角項を持つか否かのみで
あり，妥当な手法であると考える。解析には，本手法が標準実装されているMSC.Nastranを用いる。

Λ ：モードマトリクス
ሷ𝑞 ， ሶ𝑞 ， 𝑞 ：モード座標
における配管系の加速度，
速度，変位ベクトル

𝜁𝑖：i次のモード減衰比
𝜔𝑖：i次の固有角振動数
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 Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）の配管の地震応答解析に用いる入力地震動は，弾性設計用地震動
Ｓｄ－１，Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ２とする。

 Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）の配管は，原子炉建物，タービン建物及び蒸気タービンの基礎に設置す
る配管であり，適用する入力地震動の時刻歴応答波（Ｓｄ－１）を表２に示す。

表２ 入力地震動の時刻歴応答波（Ｓｄ－１）

原子炉建物 タービン建物 蒸気タービンの基礎

N
S

E
W

U
D

４. 入力地震動
絶
対
加
速
度

m
/s

 2

15.0

10.0

5.0

0.0

ｰ5.0

ｰ10.0

ｰ15.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

15.0

10.0

5.0

0.0

ｰ5.0

ｰ10.0

ｰ15.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

15.0

10.0

5.0

0.0

ｰ5.0

ｰ10.0

ｰ15.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

15.0

10.0

5.0

0.0

ｰ5.0

ｰ10.0

ｰ15.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

15.0

10.0

5.0

0.0

ｰ5.0

ｰ10.0

ｰ15.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

15.0

10.0

5.0

0.0

ｰ5.0

ｰ10.0

ｰ15.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

12.0

8.0

4.0

0.0

ｰ4.0

ｰ8.0

ｰ12.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

-11.042

11.628

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

12.0

8.0

4.0

0.0

ｰ4.0

ｰ8.0

ｰ12.0

時間 sec

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

5.928

-5.821

-6.395

6.297

3.927

-3.605

6.639

-5.792

9.954

-9.389

7.867

-8.217

3.551

-3.268 -3.655

3.718

絶
対
加
速
度

m
/s

 2

12.0

8.0

4.0

0.0

ｰ4.0

ｰ8.0

ｰ12.0
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図５ Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）配管の地震応答解析モデル

 Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）配管の地震応答解析モデルを図５に示す。

 Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）配管には37個の三軸粘性ダンパを設置する。

５. 地震応答解析モデル

復水器へ

高圧タービンへ

外側主蒸気
隔離弁から

三軸粘性ダンパ（青）

スナッバ等の
支持構造物（赤）

蒸気タービンの基礎
（ＴＧ架台） タービン建物

（３階）

原子炉建物
（２階）
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許容応力
状態

最大応力区分
(許容応力)

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

応力評価 疲労評価

計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

疲労累積
係数

ⅣＡＳ

一次応力
(0.9・Ｓｕ)

MS-T-1 264 108 377 ―

一次＋二次応力
(2・Ｓｙ)

MS-T-1 264 120 396 ―

許容応力
状態

支持構造物
番号

型式 方向

構造強度評価 機能維持評価

荷重評価 地震変位振幅評価
累積消費エネルギー

評価

計算値
(kN)

許容値
(kN)

計算値
(mm)

許容値
(mm)

計算値
(kJ)

許容値
(kJ)

ⅣＡＳ DMP-MS-017 型式630/426
水平 191 350 4.3 18.5

鉛直 64 140 2.8 6.7

表４ Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）配管に取付く三軸粘性ダンパの耐震評価結果＊

表３ Ｂクラス（Ｓｄ機能維持）配管の応力評価結果＊

 三軸粘性ダンパを設置したＢクラス（Ｓｄ機能維持）配管の地震応答解析結果を以下に示す。

• 配管：発生応力が許容応力以下となることを確認した。

• 三軸粘性ダンパ
構造強度評価：発生荷重が許容荷重以下となることを確認した。
機能維持評価：地震変位振幅及び累積消費エネルギーが許容値以下となることを確認した。

（許容値は，性能試験条件に基づき設定。別紙４-１参照）

注記＊：評価上最も厳しい結果となるＳｄ－１についての評価結果を示す

６. 地震応答解析結果
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 三軸粘性ダンパを設置した配管について，弾性設計用地震動の６波を入力地震動とし，地震応答
解析を行った結果，配管については発生応力が許容応力以下となることを確認した。また，三軸粘
性ダンパについては荷重等の応答値が許容値以下となることを確認した。

 配管系に三軸粘性ダンパを設置した場合，三軸粘性ダンパによって付与される減衰が大きく，対角
化できないため，モード座標で連成した運動方程式により時刻歴応答解析を行った。本手法と一般
的に用いられるモーダル時刻歴解析との違いは，減衰マトリックスが非対角項を持つか否かのみであり，
妥当な手法であると考える。

７. まとめ



14【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙１）

 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における耐震クラスと被ばく線量に関する記載を図６に示す。主蒸気管
（原子炉格納容器外側主蒸気隔離弁より主蒸気止め弁までの範囲及び主蒸気ヘッダから分岐しタービ
ンバイパス弁並びに補助蒸気系との境界弁までの範囲の管）については，仮に破断した場合に，一次
冷却系から直接外部へ放射性気体（核分裂生成物）を放出する事象が引き起こされる可能性がある
ことに配慮して，弾性設計用地震動Ｓｄに対して破損しないことの検討を行うこととした。

図６ ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 における耐震クラスと被ばく線量に関する記載

主蒸気系配管をSｄ機能維持設計とする理由
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復水器へ

高圧タービンへ

外側主蒸気
隔離弁から

三軸粘性ダンパ（青）

スナッバ等の
支持構造物（赤）

蒸気タービンの基礎
（ＴＧ架台） タービン建物

（３階）

原子炉建物
（２階）

 主蒸気系配管における三軸粘性ダンパの配置イメージを図７に示す。配管系の地震荷重の低減に効果
的な三軸粘性ダンパの配置を検討する。

 三軸粘性ダンパは粘性体とピストンの間に相対運動が生じることで減衰性能を発揮するため，配管系の
変位が大きくなる箇所に設置する。

三軸粘性ダンパの配置検討

図７ 主蒸気系配管における三軸粘性ダンパの配置

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙２）

三軸粘性ダンパの設置例
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No.
影響確認
項目

影響確認結果 反映方法

1 水平・鉛直同時加振
水平方向及び鉛直方向の同時加振と1方向加振との減衰性能に差異がないことを
試験により確認している。

－

2 放射線 放射線による減衰性能への影響が十分小さいことを試験により確認している。 －

3 温度
粘性体は高温になるほど粘度が低下する性質があることから，粘性体の温度によって
三軸粘性ダンパの減衰性能が変動することを試験により確認している。

減衰性能を取得する
性能試験条件の設定
において考慮する。

4 振幅 減衰性能は加振振幅が大きいほど低下することを試験により確認している。

5 連続加振
減衰性能は連続加振により累積消費エネルギーが増大すると低下することを試験に
より確認している。

6 製造公差 製造公差による減衰性能のばらつきは±10％以内で管理している。
左記のばらつき要因を
合わせて±30％の減
衰性能のばらつきを地
震応答解析条件に適
用することで考慮する。

7 据付公差
減衰性能のばらつきが±20％以内となる範囲をあらかじめ規定し，その値内で管理
する。

 減衰性能に影響する項目の耐震評価への反映方法を表５に示す。三軸粘性ダンパに使用される粘性
体は粘弾性を有しており，その減衰性能は等価剛性及び等価減衰係数により表現できる。

 三軸粘性ダンパはその構造から水平方向加振に対する減衰性能は各方向で等しいが，水平方向加振
と鉛直方向加振では減衰性能が異なるため，各方向で減衰性能を考慮する。

 減衰性能への影響の検討を要する項目を「免震構造の審査手引きの提案（平成２６年１月）独立
行政法人原子力安全基盤機構」を参照して表５のとおり抽出した。

表５ 減衰性能に影響する項目の耐震評価への反映方法

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙３）
三軸粘性ダンパの性能の耐震評価への反映方法策定
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取得性能 試験条件設定の考え方

性能試験条件

温度
加振
振幅

累積消費
エネルギー

高側ダンパ試験性能
（KHigh，CHigh）

実機使用条件より減衰性能を高く取得するため，
室温，微小加振振幅，微小累積消費エネル
ギーとする。

常温 小 小

低側ダンパ試験性能
（KLow，CLow）

実機使用条件より減衰性能を低く取得するため，
実機で想定される最高温度，最大加振振幅，
最大累積消費エネルギーとする。

高温 大＊ 大＊

表６ 三軸粘性ダンパの性能試験条件の設定

注記＊：本試験条件により三軸粘性ダンパの減衰性能に係る機能維持評価の許容値を設定する。

 三軸粘性ダンパの性能試験条件の設定を表６に示す。三軸粘性ダンパの実機使用条件を踏まえ，性
能試験条件を設定する。

 三軸粘性ダンパの減衰性能は，変動及びばらつきを包絡するように上限と下限を設定する。上限及び
下限を設定する理由は，減衰性能が低いほど配管系の応答は大きくなる傾向であるが，三軸粘性ダン
パを支持する構造物の設計においては上限の減衰性能に基づく最大荷重を適用するためである。

 温度,振幅及び連続加振による変動を踏まえた性能試験条件により，高側ダンパ試験性能（KHigh，
CHigh）と，低側ダンパ試験性能（KLow，CLow）を性能試験で取得する（別紙４-２）。

 三軸粘性ダンパは水平方向と鉛直方向では減衰性能が異なるため，各方向で性能試験を実施する。

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙４-１）
三軸粘性ダンパの性能試験（a. 性能試験条件の設定）
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図８ 高側及び低側ダンパ性能試験結果（型式３２５/１５９の例）
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 高側及び低側ダンパ性能試験結果（型式３２５/１５９ ）を図８に示す。設定した性能試験条件
により，実機に設置する各型式の三軸粘性ダンパについて，水平方向及び鉛直方向でそれぞれ高側及
び低側ダンパ試験性能を取得した。

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙４-２）
三軸粘性ダンパの性能試験（b. 性能試験の実施）
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図９ 高側及び低側ダンパ性能試験結果（型式３２５/１５９の例）

 高側及び低側ダンパ性能試験結果（型式３２５/１５９ ）を図９に示す。三軸粘性ダンパは熱膨
張のような低速度の運動を拘束しないものであるが，低速移動時の拘束力（抵抗力）を定量的に確
認するため，低速移動試験を実施した。

 熱膨張を想定した低速移動に対して三軸粘性ダンパの発生荷重は，三軸粘性ダンパの許容荷重
（水平：３５０kN，鉛直１４０kN）に対し，１kNを下回る十分に小さな値となった。

鉛直方向（ピストンを上げる方向）水平方向

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙４-３）
三軸粘性ダンパの性能試験（c. 低速移動時の追従性能確認試験）



20【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙５）

 三軸粘性ダンパ評価方法及び許容限界を表７に示す。三軸粘性ダンパを設置した配管系の応答値が，
三軸粘性ダンパの減衰性能を取得した性能試験の試験条件の範囲内であることを確認する。

 三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解析によって得られた支持点荷重が，三軸粘性ダンパを
構成する部材の許容限界に基づき，あらかじめ設定した許容荷重以下となることを確認する。

表７ 三軸粘性ダンパ評価方法及び許容限界

注記＊１：三軸粘性ダンパのピストンとハウジングの相対変位量（片振幅）

＊２：三軸粘性ダンパで消費されるエネルギーの総和であり，下式から算出される。

𝑊 = න
0

𝑇

𝐹(𝑡)
𝑑𝑥(𝑡)

𝑑𝑡
𝑑𝑡

＊３：三軸粘性ダンパを構成する部材に生じる発生応力がＪＥＡＧ４６０１に規定される許容限界を一定の
裕度をもって満足するようにあらかじめ設定した許容荷重

評価する項目 評価方法 確認指標 許容限界

減衰性能に係る
機能の維持

地震応答解析で得られる応答値が，減衰性能を確認した
性能試験の試験条件の範囲内となることを確認する

地震変位振幅*1

累積消費エネルギー*2

性能試験の
試験条件

構造強度上の
健全性

地震応答解析で得られる支持点荷重が，
使用荷重以下となることを確認する

支持点荷重 使用荷重*3

三軸粘性ダンパの許容限界

𝐹(𝑡)：三軸粘性ダンパ反力
𝑥(𝑡)：三軸粘性ダンパ変位

𝑇：加振継続時間
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図12 三軸粘性ダンパの減衰性能のモデル化（水平方向）
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図10 三軸粘性ダンパの４パラメータMaxwellモデル

ka, kb :ばね剛性
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図11 振動数を変化させた場合の速度と抵抗力の関係
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【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙６-１）

 三軸粘性ダンパの振動数特性は，応答速度と抵抗力がほぼ比例関係にあり，振動数の変化に対して応
答速度と抵抗力の関係の変化が大きいことから，各振動数における等価剛性及び等価減衰係数を用い
ることにより振動数特性を模擬する。

 等価剛性及び等価減衰定数を用いた解析のモデル化としては，Maxwell モデルを使用する。一般的な
Mawxwell モデルのパラメータ数は２つであるが，精度良く振動数特性を表現することを目的として，パラ
メータ数を増やした４パラメータMaxwell モデルを使用する。

 三軸粘性ダンパの４パラメータMaxwellモデルを図10に，振動数を変化させた場合の速度と抵抗力の関
係を図11に，三軸粘性ダンパの減衰性能のモデル化（水平方向）を図12に示す。

三軸粘性ダンパのモデル化（a. 減衰性能のモデル化）
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図13 ダンパ性能試験のモデル化（型式325/159・低側の例）

 三軸粘性ダンパの減衰性能は，水平方向及び鉛直方向でそれぞれ高側及び低側ダンパ試験性能を取
得するため，４パラメータMaxwellモデルも同様に各方向に対して高側及び低側を設定する。

 ダンパ性能試験のモデル化（型式３２５/１５９ ・低側の例）を図13に示す。性能試験の結果に基
づき，三軸粘性ダンパの減衰性能を振動数特性を精度良くモデル化できる４パラメータMaxwellモデル
でモデル化する。

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙６-２）
三軸粘性ダンパのモデル化（b. 減衰性能に関わるパラメータの設定）
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図14 性能試験による減衰性能の上限と下限の設定（型式325/159の例）
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①上限及び下限の減衰性能のモデル化
 性能試験による減衰性能の上限と下限の設定（型式３２５/１５９の例）を図14に示す。高側
及び低側の減衰性能に，さらに±３０％のばらつき（製造公差：±１０％，据付公差：±２
０％ ）を考慮し，解析上の減衰性能の上限（K1=１.３×KHigh，C1=１.３×CHigh）及び下限
（K5=０.７×KLow，C5=０.７×CLow ）を設定する。

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙６-３）
三軸粘性ダンパのモデル化（c. ばらつきの考慮）
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図15 地震応答解析モデルにおける段階的な減衰性能の設定（型式325/159の例）

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0 5 10 15 20

等間隔
に補間

等
価
減
衰
係
数

(k
N

.s
/m

m
)

C1=1.3×CHigh

C5=0.7×CLow

C2

C3

C4

振動数 (Hz)

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0.16

0 5 10 15 20等
価
減
衰
係
数

(k
N

.s
/m

m
)

振動数 (Hz)

C1=1.3×CHigh

C5=0.7×CLow

C2

C3

C4

等間隔
に補間

0

5

10

15

20

25

30

35

0 5 10 15 20

K1=1.3×KHigh

K5=0.7×KLow

K2

K3

K4

等間隔
に補間

等
価
剛
性

(k
N

/m
m

)

振動数 (Hz)

0

2

4

6

8

10

0 5 10 15 20

K1=1.3×KHigh

K5=0.7×KLow

K2

K3

K4

等間隔
に補間

等
価
剛
性

(k
N

/m
m

)

振動数 (Hz)

水
平

等価剛性K 等価減衰係数C

鉛
直

等価剛性K 等価減衰係数C

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙６-４）
三軸粘性ダンパのモデル化（c. ばらつきの考慮）

②段階的な減衰性能の設定
 地震応答解析モデルにおける段階的な減衰性能の設定（型式３２５/１５９の例）を図15に示す。
三軸粘性ダンパの減衰性能は，性能試験結果及び製造公差等のばらつきを考慮することに伴い，上限と
下限の減衰性能の差が大きくなるため，５段階の等間隔に補間した減衰性能を設定する。
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ka

ca

kb

cb

図17 三軸粘性ダンパの

４パラメータMaxwellモデル

ka, kb :ばね剛性
ca , cb :ダッシュポットの減衰係数

設置前

設置後

図16 配管系の地震応答解析モデルの比較

 【 Ａ部詳細 】 

Ａ部

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙７）

 配管系は３次元はりモデルによりモデル化する。

 三軸粘性ダンパを４パラメータMaxwellモデルでモデル化し，その設置位置に追加する。

 三軸粘性ダンパ設置前の地震応答解析モデルに制震装置を適切にモデル化して追加するという考え方は，
既工認実績のある排気筒のモデル化の考え方と同様であり，４パラメータMaxwellモデルによるモデル化
は海外の原子力発電所において実績のある手法である。

 配管系の地震応答解析モデルの比較を図16に，三軸粘性ダンパの４パラメータMaxwellモデルを図17
に示す。

三軸粘性ダンパの解析モデルの追加
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 海外の原子力発電所における三軸粘性ダンパの設置の例を図18に，国内の原子力発電所における三軸
粘性ダンパの設置の例を図19に示す。

 海外の原子力発電所において，地震対策及び振動対策として設置実績がある。

 国内の原子力発電所において，原子力分野以外で，石油プラントの配管系，コンサートホール等の大規
模建物の制振システム及び振動台の機械装置の防振対策等への設置実績がある。

【1-6】機器・配管系への制震装置の適用（三軸粘性ダンパ）（別紙８）

図18 海外の原子力発電所における三軸粘性ダンパの設置の例

図19 国内の原子力発電所における三軸粘性ダンパの設置の例

三軸粘性ダンパの適用実績
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定



28【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（1/22）

１．はじめに

 今回工認において，一部の支持装置（メカニカルスナッバ，オイルスナッバ，ロッドレストレイント（以下「支持装置」とい

う。））に対して二次評価として既工認と異なる許容荷重を適用することから，その許容荷重の設定手法を説明する。

 既工認における支持装置の評価は，支持装置に負荷される地震時荷重が，定格荷重＊1に基づく許容荷重（以下「設

計上の基準値」という。）を満足することを確認している。

 今回工認においても，支持装置に負荷される地震時荷重が，設計上の基準値を満足することを確認することを基本とする。

ただし，設計用地震力の増大に伴い，支持装置に負荷される地震時荷重が設計上の基準値を超える箇所については，

ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界及び耐力試験の限界耐力値を踏まえ，新たに設定した新規基準値＊2を適用する。

注記＊1：各製品の設計強度に基づき支持装置メーカが定めた型式別の許容荷重
＊2：定格荷重に新規耐力係数を乗じて設定した今回工認の二次評価において適用する評価基準値
＊3：支持装置を含む支持構造物の追設，容量変更，位置変更等を実施する。

図１ 既工認及び今回工認における支持装置の評価手順

評価終了

No

Yes

【二次評価】
地震時荷重があらかじ
め設定した新規基準値

を満足する

配管系の地震応答解析

【一次評価】
地震時荷重があらかじめ設定し
た設計上の基準値を満足する

設計変更＊3

Yes

No

配管反力算出
（支持装置に負荷される地震時荷重）

新規基準値の設定

支持装置
許容応力
状態

発生荷重

許容荷重

既工認
（今回工認の
一次評価）

今回工認の
二次評価

メカニカル
スナッバ

ⅢAS
Ｓｄ地震
荷重

定格荷重

新規
基準値

ⅣAS
Ｓｓ地震
荷重

定格荷重×1.5

オイル
スナッバ

ⅢAS
Ｓｄ地震
荷重

定格荷重

ⅣAS
Ｓｓ地震
荷重

定格荷重×1.5

ロッドレスト
レイント

ⅢAS
Ｓｄ地震
荷重

定格荷重

ⅣAS
Ｓｓ地震
荷重

定格荷重×1.2

今回工認における評価手順

既工認における評価手順

表１ 既工認と今回工認の許容荷重の比較



29【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（2/22）

2．支持装置の構造

2.1 スナッバの構造

 プラント運転時に熱膨張が発生する高温配管の耐震用の支持装置として，地震時の慣性力のような急速な配管移動は

拘束するが，配管の熱膨張のような緩やかな配管移動は拘束しない機能を持った製品である＊。

注記＊：メカニカルスナッバはメンテナンス性及び耐放射性に優れ，オイルスナッバは設置性に優れる等の特徴があり，これらを総合的に
判断し適用する。

定着部

(b)配管側

図２ メカニカルスナッバの設置例 図３ オイルスナッバの設置例

メカニカルスナッバ

配管

配管

オイルスナッバ

定着部

(a)定着部側



30【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（3/22）

2.1.1 メカニカルスナッバの構造

 配管の熱膨張のような緩やかな配管移動は，ボールナットの往復運動に対して，ボールナット内部でボールねじのねじ溝に

沿ってボールが循環することで，ボールねじを介してフライホイールの回転運動に変換する。

 地震時の慣性力のような急速な配管移動は，フライホイールの慣性によって回転が阻止されるため，ボールナットは往復運

動ができずに外力に抵抗する荷重が発生する。

図４ メカニカルスナッバの構造概要

1.ボールナットが
左右に動く

ボールナット

2.ボールがねじ溝に
沿って循環する

3.ボールねじが
回転する

ボールねじ

ボール

フライホイール質量（Ｍ） ボールナット

加速度（α） ボールねじ

（Ｆ）

リターンスプリング

ブレーキドラム

ブレーキシュー

カバー

ロードコラム

イーヤ

スリーブ

ボールナット

ボールねじ

シリンダ

フライホイール

鋼球

ベアリング
押さえ

往復運動
【メカニカルスナッバの作動原理】

【ボールねじ及びボールナット部の概要図】
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タイロッド

金属リング

ロッドカバー

締付リング

ケーシング

アキュームレータ

シリンダカバー

ホルダー
ポペット弁

シリンダチューブ

ピストン

リークプラグ

ポペット弁

ピストンロッド

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（4/22）

2.1.2 オイルスナッバの構造

 配管の熱膨張のような緩やかな配管移動は，弁体に生じる流体抗力が小さいことから，ポペット弁が開状態で維持され

るため，ピストンロッドが移動可能な状態が維持される。

 地震時では，ポペット弁に生じる流体抗力がばね反力に打ち勝って，弁が閉じることで，ピストンロッドが往復運動をする

ことができず，外力に抵抗する荷重が発生する。

【オイルスナッバの作動原理】

図５ オイルスナッバの構造概要

ポペット弁

リザーバ

ピストン
移動速度
低速

開

流体
抗力
小

開

ポペット弁

ポペット弁

リザーバ

ピストン
移動速度
高速

閉

流体
抗力
大

開

ポペット弁

ピストンは拘束される

（油の流動停止）

ばね反力

ポペット弁

リザーバ

ピストン
移動速度
低速

開

流体
抗力
小

開

ポペット弁

ポペット弁

リザーバ

ピストン
移動速度
高速

開

流体
抗力
大

閉

ポペット弁

ピストンは拘束される

（油の流動停止）

ばね反力

<引張動作時>

<圧縮動作時>

リザーバ
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32【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（5/22）

2.2 ロッドレストレイントの構造

 メカニカルスナッバやオイルスナッバとは異なり，地震時の慣性力のような急速な配管移動に加え，配管の熱膨張のよ

うな緩やかな配管移動も拘束する。

図６ ロッドレストレイントの構造概要

スヘリカルアイボルト

パイプ

アジャストナット

配管 ロッドレストレイント 定着部

図７ ロッドレストレイントの設置例



33【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（6/22）

3．支持装置の耐震設計に係る技術基準及び規格要求

 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則

• 機器・配管系の支持構造物である支持装置は，第５条（地震による損傷の防止）に基づき，「施設の機能を維

持していること又は構造強度を確保していること」が要求される。

 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１）

• 支持装置は，ＪＥＡＧ４６０１の直接支持構造物に該当し，配管から伝達される荷重（配管反力）に対する

支持装置の発生応力がＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界を満足することが要求される。

• 耐震安全性評価は，解析による設計を基本として，機能維持上の評価が必要な場合は試験による設計も可能で

あること，許容限界内にあることの確認では，荷重による評価としてあらかじめ計算により求めた標準荷重等や試験

で確認した許容荷重を用いる場合が認められている。



34【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（7/22）

5．今回工認における支持装置の耐震設計方針（図７の赤線）

 既工認と同様の評価に加え（一次評価），支持装置の地震時荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過する

場合は，二次評価として，今回工認において新たに設定した新規基準値以下であることを確認する。

【新規基準値の設定方法】

 メカニカルスナッバ及びオイルスナッバ

ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界及び耐力

試験（電共研，JNES）の限界耐力値を踏まえ，

新規基準値を設定する。

 ロッドレストレイント

ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界及び耐力

試験（自社研究）の限界耐力値を踏まえ，新規

基準値を設定する。

図７ 既工認及び今回工認における支持装置の評価手順

4．既工認における支持装置の耐震設計方針（図７の青線）

 配管系の地震応答解析から算出された支持装置に負荷される配管反力（地震時荷重）が，設計上の基準値を満足

していることを確認している。

注記＊：支持装置を含む支持構造物の追設，容量変更，位置変更等

評価終了

No

Yes

【二次評価】
地震時荷重があらかじ
め設定した新規基準値

を満足する

配管系の地震応答解析

【一次評価】
地震時荷重があらかじめ設定し
た設計上の基準値を満足する

設計変更＊

Yes

No

今回工認における評価手順

既工認における評価手順

配管反力算出
（支持装置に負荷される地震時荷重）

新規基準値の設定
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既工認／今回工認の一次評価 今回工認における二次評価

適用規格

【ＪＥＡＧ４６０１】
〇強度評価：「直接支持構造物」に対する許容限界

なお，荷重による評価としてあらかじめ計算で
求めた標準荷重を用いる場合あり

〇機能確認：機能維持上の評価が必要な場合は試験によ
る設計も可能

・適用規格は同様であり，ＪＥＡＧ４６０１
の規定を踏まえた対応

【ＪＥＡＧ４６０１】
〇強度評価：「直接支持構造物」に対する許容限界

なお，荷重による評価としてあらかじめ計算で
求めた標準荷重を用いる場合あり

〇機能確認：機能維持上の評価が必要な場合は試験による
設計も可能

裕度の確認

耐震評価

【標準荷重による強度評価】
〇地震時荷重とあらかじめ設定した設計上の基準値を
比較し，地震時荷重が設計上の基準値以下となることを
確認する。
なお，あらかじめ設定した設計上の基準値は，「直接支
持構造物」に対する許容限界を満足することを確認済

〇機能部品を含む機能確認は，あらかじめ設定した設計上
の基準値に対する確性試験結果により妥当性を確認済

・評価基準値をあらかじめ設定した設計上
の基準値から新規基準値まで拡大

【標準荷重による強度評価】
〇地震時荷重とあらかじめ設定した設計上の基準値を比較し，
地震時荷重が新規基準値以下となることを確認する。
なお，新規基準値は，「直接支持構造物」に対する許容限界
を満足することを確認済

〇機能部品を含む機能確認は，新規基準値が限界耐力値を下
回っていることを確認済

電共研知見の反映

適用知見

〇メーカーにて機能維持の観点で確性試験を実施
・耐震性（支持性能：構造部材，機能部品）
・耐環境性
・耐放射性

〇電共研にて構造強度及び機能維持の観点から限界耐力評価
法等に係る検討を実施

・構造部材の評価部位，評価項目の整理
・限界耐力値の整理

電共研知見の妥当性確認

〇ＪＮＥＳにて耐力評価手法を構築することを目的に強度・機能
の限界試験を実施

～各値の関係～

限界耐力値

JEAG4601の
許容限界

新規基準値

設計上の
基準値

今回工認の
二次評価

既工認
今回工認の
一次評価

余
裕

余
裕

余
裕

図８ 既工認及び今回工認の評価基準値に係る考え方

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（8/22）

6．今回工認の評価基準値に係る考え方

 今回工認の二次評価における新規基準値は，ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界及び耐力試験において確認

された限界耐力値を踏まえて，支持装置の構造部材の強度評価及び機能部品を含む機能確認に係る内容を検討

する。
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7．今回工認において適用する新規基準値の設定手順及び先行実績との比較

島根２号機における新規基準値の設定手順
（対象：メカニカルスナッバ，オイルスナッバ，ロッドレストレイント）

先行プラント（女川２号機）
の詳細評価手法との比較

（対象：メカニカルスナッバ）

耐力試験 荷重伝達経路

構造部材及び機能部品の整理

定格荷重に対する
ＪＥＡＧ４６０１

規定の強度評価の実施

ＪＥＡＧ４６０１
規定の許容限界に

対する定格荷重の裕度

限界耐力値の整理

限界耐力値に対する
定格荷重の裕度

裕度の最小値以下となるような
新規耐力係数の設定

新規基準値の設定

手順1 評価部位及び評価項目の整理

手順2 ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限
界に対する定格荷重の裕度の整理

手順3 耐力試験において確認された限界耐
力値に対する定格荷重の裕度の整理

手順4 新規基準値の設定

耐力試験及び地震時の荷重伝達経路を
考慮して，評価対象となる構造部材及び機
能部品を整理する。また，構造部材について
は，評価部位及び評価項目を整理する。

構造部材の評価部位及び評価項目につ
いて，定格荷重に対するＪＥＡＧ４６０
１に規定の強度評価を実施し，許容限界
に対する定格荷重の裕度を整理する。

限界耐力値を踏まえて構造部材及び機能
部品の限界耐力値を整理し，限界耐力値に
対する定格荷重の裕度を整理する。

整理したＪＥＡＧ４６０１に規定の許
容限界及び限界耐力値に対する定格荷
重の裕度の最小値以下の数値で新規耐
力係数を設定し，新規基準値を設定する。

同左

地震荷重による部品ごとの
発生応力がＪＥＡＧ４６０１
の許容応力状態ⅢAS 及び
ⅣAS の許容応力を満足するか，
確認する。

（有意な差異無し＊）

構造部材の強度評価

機能確認

地震荷重が限界耐力値を満足
するか，確認する。

（有意な差異無し＊）

―
（該当する評価無し）

注記＊：地震時荷重が一次評価荷重を超過した場合，島根２号機では構造部材の強度評価及び機能確認を満足する新規基準値をあらかじめ設定し，地震時荷重と比較
するが，先行プラント（女川２号機）では，一次評価荷重を超過した支持装置毎に構造部材の強度評価及び機能確認をする方針であることから，確認・整理内容
については相違するが，評価手法や考え方は同じであることから，有意な差異無しとした。
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7.1 手順1：評価部位及び評価項目の整理
地震時等の荷重伝達経路を考慮して，支持装置の強度評価及び機能確認対象となる構造部材及び機能部品を整理する。
7.1.1 メカニカルスナッバ（SMS型 Aタイプの例）

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（10/22）

荷重伝達経路の整理
構造部材及び機能部品並びに
既工認での対象有無の整理

荷重伝達経路を踏まえた
強度評価部位の抽出

評価部位 評価項目

②ジャンクションコラム
引張応力
せん断応力

③ロードコラム
引張応力
せん断応力

④ピン せん断応力

⑤コネクティングチューブ
引張応力
せん断応力
圧縮応力

⑥ケース
引張応力
せん断応力
支圧応力

⑥ベアリング押さえ
せん断応力
支圧応力
曲げ応力

⑥六角ボルト 引張応力

⑦イーヤ
引張応力
せん断応力
支圧応力

⑧ユニバーサルボックス
引張応力
せん断応力
支圧応力

⑨コネクティングチューブイーヤ部
引張応力
せん断応力
支圧応力

⑩ユニバーサルブラケット
引張応力
せん断応力
支圧応力

⑬ベアリングナット せん断応力
⑭ボールねじ 引張応力
全長座屈 圧縮応力

部品名
構造
部材

機能
部品

既工
認

今回
工認

備考

②ジャンクションコラム ○ ― ○ ○

③ロードコラム ○ ― ○ ○

④ピン ○ ― ○ ○
⑤コネクティング
チューブ

○ ― ○ ○

⑥ケース，ベアリング
押さえ及び六角ボルト

○ ― ○ ○

⑦イーヤ ○ ― ○ ○

⑧ユニバーサルボックス ○ ― ○ ○

⑨コネクティング
チューブイーヤ部

○ ― ○ ○

⑩ユニバーサル
ブラケット

○ ― ○ ○

⑫クランプ＊1 ○ ― ― ―

⑬ベアリングナット ○ ― ― ○ 追加項目＊2

⑭ボールねじ ―＊3 ○＊3 ― ○ 追加項目＊2

⑮アンギュラー玉軸受 ― ○ ― ○ 追加項目＊2

⑯球面軸受 ― ○ ― ○ 追加項目＊2

全長座屈＊4 ― ― ― ○ 追加項目＊2

注記＊1：メカニカルスナッバ本体ではなく，付属部品として
ＪＥＡＧ４６０１の強度評価を実施しているため，
メカニカルスナッバ本体の強度評価対象外とする。

＊2：既工認では，評価結果記載対象外となっているが，
今回工認では，既往知見及び地震時の荷重伝達経
路を考慮し，評価対象として追加する。

＊3：ボールねじは機能部品だが比較的単純な構造のため，
構造部材と同様の強度評価を実施する。

＊4：特定の部位ではないが，支持装置全体の座屈評価を
項目として追加している。

図９ メカニカルスナッバの荷重伝達経路

表３ メカニカルスナッバの評価部位及び評価項目表２ メカニカルスナッバの構造部材と機能部品
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7.1.2 オイルスナッバ（SHP型）

荷重伝達経路の整理
構造部材及び機能部品並びに

既工認での対象有無の整理

荷重伝達経路を踏まえた

強度評価部位の抽出

注記＊1：オイルスナッバ本体ではなく，付属部品としてＪＥＡＧ
４６０１の強度評価を実施しているため，オイルスナッ
バ本体の強度評価対象外とする。

＊2：既工認では，評価結果記載対象外となっているが，
今回工認では，既往知見及び地震時の荷重伝達経
路を考慮し，評価対象として追加する。

＊3：特定の部位ではないが，部品間のシール部についての
評価を項目として追加している。

＊4：特定の部位ではないが，支持装置全体の座屈評価を
項目として追加している。

部品名
構造
部材

機能
部品

既工
認

今回
工認

備考

①ブラケット ○ ― ○ ○
②ピストンロッド ○ ― ○ ○
③コネクティングパイプ ○ ― ○ ○
④ピン ○ ― ○ ○
⑤シリンダチューブ ○ ― ○ ○
⑥六角ボルト ○ ― ○ ○
⑧スヘリカルアイボルト ○ ― ○ ○
⑪ターンバックル ○ ― ○ ○
⑫シリンダカバー ○ ― ○ ○
⑬タイロッド ○ ― ○ ○
⑭アダプタ ○ ― ○ ○
⑮クランプ＊1 ○ ― ― ―
⑯ロッドカバー ○ ― ― ○ 追加項目＊2

⑰球面軸受 ― ○ ― ○ 追加項目＊2

⑱ポペット弁 ― ○ ― ○ 追加項目＊2

シール性＊3 ― ○ ― ○ 追加項目＊2

全長座屈＊4 ― ― ― ○ 追加項目＊2

評価部位 評価項目

①ブラケット

引張応力

せん断応力

支圧応力

②ピストンロッド 引張応力

③コネクティングパイプ

圧縮応力

引張応力

せん断応力

支圧応力

④ピン せん断応力

⑤シリンダチューブ
引張応力

圧縮応力

⑥六角ボルト 引張応力

⑧スヘリカルアイボルト

引張応力

せん断応力

支圧応力

⑪ターンバックル
引張応力

せん断応力

⑫シリンダカバー せん断応力

⑬タイロッド 引張応力

⑭アダプタ
引張応力

せん断応力

⑯ロッドカバー せん断応力

全長座屈 圧縮応力
図10 オイルスナッバの荷重伝達経路

表５ オイルスナッバの評価部位及び評価項目表４ オイルスナッバの構造部材と機能部品
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荷重伝達経路を踏まえた

強度評価部位の抽出

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（12/22）

7.1.3 ロッドレストレイント（RSA型）

荷重伝達経路の整理
構造部材及び機能部品並びに既工認

での対象有無の整理

注記＊1：ロッドレストレイント本体ではなく，付属部品として
ＪＥＡＧ４６０１の強度評価を実施しているため，
ロッドレストレイント本体の強度評価対象外とする。

＊2：構造強度評価については⑤パイプの圧縮応力評価にて
実施している。

部品名
構造
部材

機能
部品

既工認
今回
工認

備考

①ブラケット ○ ― ○ ○

②ピン ○ ― ○ ○

③スヘリカルアイボルト ○ ― ○ ○

④アジャストナット ○ ― ○ ○

⑤パイプ ○ ― ○ ○

⑥クランプ＊1 ― ― ― ―

全長座屈＊2 ○ ― ○ ○

評価部位 評価項目

①ブラケット

引張応力

せん断応力

支圧応力

②ピン せん断応力

③スヘリカルアイボルト

引張応力

せん断応力

支圧応力

④アジャストナット 引張応力

⑤パイプ 圧縮応力

全長座屈 圧縮応力

図11 ロッドレストレイントの荷重伝達経路

表７ ロッドレストレイントの評価部位及び評価項目表６ ロッドレストレイントの構造部材と機能部品
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7.2 手順2：ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界に対する検討
構造部材の評価部位及び評価項目について，定格荷重に対するＪＥＡＧ４６０１に規定の強度評価を実施し，
許容限界に対する定格荷重の裕度として，許容応力に対する発生応力の裕度を整理する。

7.2.1 メカニカルスナッバ

型式
定格
荷重
(kN)

許容応力状態ⅢＡＳの評価結果 許容応力状態ⅣＡＳの評価結果

最小裕度部品＊ 応力
分類

発生
応力

(MPa)

許容
応力

(MPa)
裕度 最小裕度部品＊ 応力

分類

発生
応力

(MPa)

許容
応力

(MPa)
裕度

SMS-01 1 六角ボルト 六角ボルト

SMS-03 3 六角ボルト 六角ボルト

SMS-06 6 ベアリング押さえ ベアリング押さえ

SMS-1 10
コネクティング
チューブ

コネクティング
チューブ

SMS-3 30 ボールねじ ボールねじ

SMS-6 60
コネクティング
チューブ

ベアリング押さえ

SMS-10 100 ベアリング押さえ ベアリング押さえ

SMS-16 160 ベアリング押さえ ベアリング押さえ

SMS-25 250 ベアリング押さえ ベアリング押さえ

SMS-40 400
コネクティング
チューブ

コネクティング
チューブ

SMS-60 600
コネクティング
チューブ

コネクティング
チューブ

注記＊：最小裕度部位は，対応する許容応力状態の一次応力及び一次＋二次応力評価結果の中から，最小裕度となる部位を選定している。

表８ ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界に対する定格荷重の裕度（メカニカルスナッバ）
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7.2.2 オイルスナッバ

型式
定格
荷重
(kN)

許容応力状態ⅢＡＳの評価結果 許容応力状態ⅣＡＳの評価結果

最小裕度部品＊ 応力
分類

発生
応力

(MPa)

許容
応力

(MPa)
裕度 最小裕度部品＊ 応力

分類

発生
応力

(MPa)

許容
応力

(MPa)
裕度

SHP-03 3 コネクティングパイプ コネクティングパイプ

SHP-06 6 アダプタ アダプタ

SHP-1 10 コネクティングパイプ コネクティングパイプ

SHP-3 30 コネクティングパイプ コネクティングパイプ

SHP-6 60 イーヤ コンロッド

SHP-10 100 イーヤ イーヤ

SHP-16 160 イーヤ イーヤ

SHP-25 250 ターンバックル ターンバックル

注記＊：最小裕度部位は，対応する許容応力状態の一次応力及び一次＋二次応力評価結果の中から，最小裕度となる部位を選定している。

表９ ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界に対する定格荷重の裕度（オイルスナッバ）
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7.2.3 ロッドレストレイント

注記＊：最小裕度部位は，対応する許容応力状態の一次応力及び一次＋二次応力評価結果の中から，最小裕度となる部位を選定している。

型式
定格
荷重
(kN)

許容応力状態ⅢＡＳの評価結果 許容応力状態ⅣＡＳの評価結果

最小裕度部品＊ 応力
分類

発生
応力

(MPa)

許容
応力

(MPa)
裕度 最小裕度部品＊ 応力

分類

発生
応力

(MPa)

許容
応力

(MPa)
裕度

RSA-06 9 パイプ（全長座屈） パイプ（全長座屈）

RSA-1 15 パイプ（全長座屈） パイプ（全長座屈）

RSA-3 45 パイプ（全長座屈） ピン

RSA-6 90 スヘリカルアイボルト スヘリカルアイボルト

RSA-10 150 スヘリカルアイボルト スヘリカルアイボルト

RSA-16 240 スヘリカルアイボルト スヘリカルアイボルト

RSA-25 375 スヘリカルアイボルト スヘリカルアイボルト

表10 ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界に対する定格荷重の裕度（ロッドレストレイント）
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7.3 手順3：耐力試験の限界耐力値に対する検討
耐力試験において確認された限界耐力値を踏まえて構造部材及び機能部品の限界耐力値を整理し，限界耐力
値に対する定格荷重の裕度を整理する。

7.3.1 メカニカルスナッバ

型式

①
定格
荷重
(kN)

電共研 ＪＮＥＳ研究
②
限界
耐力値
(kN)

②/①
限界耐力値に
対する定格荷
重の裕度

最小裕度部品
最小裕度
部品の
分類

③
限界
耐力値
(kN)

③/①
限界耐力値に対
する定格荷重の

裕度

最小裕度部品
最小裕度
部品の
分類

SMS-01 1 19.0 19.00 六角ボルト 構造部材

SMS-03 3 18.8 6.26 六角ボルト 構造部材

SMS-06 6 16.8 2.80 ベアリング押さえ 構造部材

SMS-1 10 53.9 5.39
コネクティング
チューブ

構造部材

SMS-3 30 75.3 2.51 アンギュラー玉軸受 機能部品

SMS-6 60 170.6 2.84 ベアリング押さえ 構造部材

SMS-10 100 224.5 2.24 ベアリング押さえ 構造部材

SMS-16 160 344.2 2.15 ベアリング押さえ 構造部材

SMS-25 250 490.3 1.96 ベアリング押さえ 構造部材

SMS-40 400 941.4 2.35
コネクティング
チューブ

構造部材

SMS-60 600 1353.3 2.25
ダイレクトアタッチ
ブラケット

構造部材

表11 耐力試験において確認された限界耐力値に対する定格荷重の裕度（メカニカルスナッバ）
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7.3.2 オイルスナッバ

型式

①
定格
荷重
(kN)

電共研 ＪＮＥＳ研究

②
限界
耐力値
(kN)

②/①
限界耐力値に対
する定格荷重の

裕度

最小裕度部品
最小裕度
部品の
分類

③
限界
耐力値
(kN)

③/①
限界耐力値に対
する定格荷重の

裕度

最小裕度部品
最小裕度
部品の
分類

SHP-03 3 5.3 1.76 全長座屈 構造部材

SHP-06 6 14.1 2.35 全長座屈 構造部材

SHP-1 10 22.7 2.27 全長座屈 構造部材

SHP-3 30 50.8 1.69 全長座屈 構造部材

SHP-6 60 141.8 2.36 全長座屈 構造部材

SHP-10 100 196.1 1.96 全長座屈 構造部材

SHP-16 160 318.7 1.99 全長座屈 構造部材

SHP-25 250 514.8 2.05 ターンバックル 構造部材

表12 耐力試験において確認された限界耐力値に対する定格荷重の裕度（オイルスナッバ）
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7.3.3 ロッドレストレイント

表13 ロッドレストレイント耐力試験結果
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型式
定格
荷重
(kN)

定格荷重の裕度
新規耐力係数＊3 新規基準値＊4

(二次評価荷重)
ＪＥＡＧ４６０１
に規定の許容限界＊1

耐力試験の
限界耐力値＊2

ⅢＡＳ ⅣＡＳ 電共研 ＪＮＥＳ研究 ⅢＡＳ ⅣＡＳ
ⅢＡＳ
(ｋN)

ⅣＡＳ
(ｋN)

SMS-01 1 19.00
SMS-03 3 6.26
SMS-06 6 2.80
SMS-1 10 5.39
SMS-3 30 2.51
SMS-6 60 2.84
SMS-10 100 2.24
SMS-16 160 2.15
SMS-25 250 1.96

SMS-40 400 2.35
SMS-60 600 2.25

表14 メカニカルスナッバの新規耐力係数及び新規基準値

整理したＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界及び限界耐力値に対する定格荷重の裕度の最小値以下の数値で新規
耐力係数を設定し，定格荷重に乗じることにより，新規基準値を設定する。
新規基準値は，設計の簡便性を考慮して，型式ごとに一律の値で設定することを基本としているが，新規基準値を設定

することによる支持装置の評価基準値引き上げの効果も踏まえて設定する。

7.4.1 メカニカルスナッバ，オイルスナッバの新規基準値

7.4 手順4：新規基準値の設定

注記＊1：（ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界）／（定格荷重）により算出
＊2：（電共研またはＪＮＥＳ研究において策定した限界耐力値）／（定格荷重）により算出
＊3：構造部材の許容限界に対する定格荷重の裕度及び機能部品の耐力を考慮して設定した係数であって，定格荷重に乗じる係数
＊4：（新規耐力係数）×（定格荷重）により算出

7.4.1.1 メカニカルスナッバ
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表15 オイルスナッバの新規耐力係数及び新規基準値

型式
定格
荷重
(kN)

定格荷重の裕度

新規耐力係数＊3 新規基準値＊4

(二次評価荷重)
ＪＥＡＧ４６０１
に規定の許容限界＊1

耐力試験の
限界耐力値＊2

ⅢＡＳ ⅣＡＳ 電共研 ＪＮＥＳ研究 ⅢＡＳ ⅣＡＳ ⅢＡＳ ⅣＡＳ

SHP-03 3 1.76

SHP-06 6 2.35

SHP-1 10 2.27

SHP-3 30 1.69

SHP-6 60 2.36

SHP-10 100 1.96

SHP-16 160 1.99

SHP-25 250 2.05

SN-03 3 3.03

SN-06 6 2.73

7.4.1.2 オイルスナッバ

注記＊1：（ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界）／（定格荷重）により算出
＊2：（電共研またはＪＮＥＳ研究において策定した限界耐力値）／（定格荷重）により算出
＊3：構造部材の許容限界に対する定格荷重の裕度及び機能部品の耐力を考慮して設定した係数であって，定格荷重に乗じる係数
＊4：（新規耐力係数）×（定格荷重）により算出
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型式
定格
荷重
(kN)

定格荷重の裕度
新規耐力係数＊3 新規基準値＊4

(二次評価荷重)
ＪＥＡＧ４６０１
に規定の許容限界＊1

耐力試験における
耐力確認荷重＊2

ⅢＡＳ ⅣＡＳ 自社研究 ⅢＡＳ ⅣＡＳ ⅢＡＳ ⅣＡＳ

RSA-06 9

RSA-1 15

RSA-3 45

RSA-6 90

RSA-10 150

RSA-16 240

RSA-25 375

表16 ロッドレストレイントの新規耐力係数及び新規基準値

7.4.2 ロッドレストレイントの新規基準値

注記＊1：（ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界）／（定格荷重）により算出
＊2：（耐力試験における耐力確認荷重）／（定格荷重）により算出
＊3：構造部材の許容限界に対する定格荷重の裕度及び機能部品の耐力を考慮して設定した係数であって，定格荷重に乗じる係数
＊4：（新規耐力係数）×（定格荷重）により算出
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8．まとめ
 島根２号機の機器・配管系の支持構造物のうち支持装置の設計では，既工認と同様，地震時に
おける支持装置の発生荷重がＪＥＡＧ４６０１を踏まえてあらかじめ設定した設計上の基準値を
満足することを一次評価として確認する。

 設計上の基準値を超えた場合には，あらかじめ設定した設計上の基準値に余裕があること等を考慮
し，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で新たに設定した設計上の基準値を
設定し，その基準値を用いた二次評価を評価手順に追加した。

 今回工認の二次評価において適用する新規基準値は，支持装置の構造部材に対する強度評価及
び機能部品を含む機能確認に対する荷重評価に基づいて，以下の通り設定した。
• 構造部材に対する強度評価においては，ＪＥＡＧ４６０１に基づく評価方法，耐力試験を踏
まえて，評価部位及び評価項目を追加した評価を行い，許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳの
許容限界を満足するように設定した。

• 機能部品を含む機能確認に対する荷重評価においては，地震時荷重と限界耐力値との比較を
行い，地震時荷重が限界耐力値を下回るように設定した。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙１）
スナッバ確性試験の概要

 支持装置は，支持装置メーカによる構造部材及び機能部品の市場調達性，製作性等を考慮して標準化された製品で
あり，製造設計にあたって設定する定格荷重は，構造部材の許容限界や機能部品の限界耐力値に対して十分に余裕の
ある設計となっている。

 機能部品を有するメカニカルスナッバ及びオイルスナッバについて，定格荷重に対する振動応答試験，定格荷重×1.5の荷
重に対する過負荷振動試験及び低速走行試験を行い，機能維持を確認している。

試験項目 試験内容

振動応答試験
(定格荷重)

過負荷振動試験
(定格荷重×1.5)

低速走行試験

超低速走行試験

レリーズ試験＊2

環境試験＊3

耐久試験

＊1：スティックスリップ現象は，機械部品の摩擦面において，静止摩擦力が作用する付着
状態と，動摩擦力が作用する滑り状態が交互に発生することによる自励振動現象である。

＊2：レリーズ試験は，熱変位を想定したゆっくりとした変位を与えているところに，地震を想定
した素早い変位を与えることで，地震によりブレーキ機構が作動した後での熱移動への
追従を確認するものである。

＊3：各環境試験後に振動試験及び低速走行試験を実施する。

振動応答試験（定格
荷重での振動時に，
動剛性に有意な変化
がないことの確認）

過負荷振動試験
（定格荷重×1.5で
の振動時に，動剛性
に有意な変化がない
ことの確認）

超低速走行試験
レリーズ試験
高温試験
高湿度試験
塩水噴霧試験
砂塵試験
微振動試験
γ線照射試験
耐久試験低速走行試験

（上記試験後，低速度移動に対して拘束せず自
由に伸縮する機能が維持されていることの確認）

試験終了

図12 確性試験フロー

表17 確性試験の各試験項目（メカニカルスナッバの例）
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙２）
支持装置の耐震設計に係る技術基準及び適用規格の内容

 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則

• 機器・配管系の支持構造物である支持装置は，第５条（地震による損傷の防止）に基づき，「施設の機能を
維持していること又は構造強度を確保していること」が要求される。

 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１）

• 支持装置の耐震設計では，ＪＥＡＧ４６０１の「直接支持構造物」に該当するため，配管から伝達される荷
重（配管反力）に対する支持装置の発生応力がＪＥＡＧ４６０１に規定される許容限界を満足することが要
求される。

• 耐震評価は，解析による設計を基本として，機能維持上の評価が必要な場合は試験による設計も可能であるこ
と，許容限界内にあることの確認では，荷重による評価として，あらかじめ計算により求めた標準荷重等や試験で
確認した許容荷重を用いる場合が認められている。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙３）
支持装置の強度評価方法（構造部材に対する強度評価）

 支持装置（構造部材）の強度評価は，二次評価荷重に対して各強度部位の最弱部に発生する各応力を次の計算
式により算出し，許容応力以下であることを確認する。以下にSMS型メカニカルスナッバを例にブラケットの強度評価を示
す。その他評価部位においても同様の評価を実施している。

• SMS型メカニカルスナッバ，ブラケットの強度評価の例

ⅰ 引張応力評価

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。

ⅱ せん断応力評価

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。

ⅲ 支圧応力評価

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (１) スナッバ限界耐力評価法の策定方針

 電共研では，耐震設計評価手法高度化の検討
結果として，スナッバの定格荷重を超える荷重に対して，
構造強度及び機能維持の面から限界耐力評価法
を策定している(平成12年度)。

図13 スナッバ限界耐力評価法策定フロー

(1) スナッバタイプの洗い出し

(2) 異常要因分析

(3) 試験対象スナッバ型式の選定

(4) 異常要因分析に基づく評価対象部品の絞り込み

(5) スナッバの裕度を推定
・構造及び強度の観点からの裕度を推定
・機能維持の観点からの裕度を推定

(6)-1 機能維持評価法策定のための破壊試験
最弱部の容量のグループ化，試験対象容量の決定

(6)-2 座屈評価法策定のための破壊試験
機能維持評価法策定のための破壊試験に
おいて選定された容量の中から最小容量の
スナッバを選定

(7) 機能維持評価法のための破壊試験（振動試験，低速走行試験）
及び座屈評価法策定のための破壊試験（静的圧縮試験）の実施

(8）予想耐力と試験結果を比較検討

(9) 限界耐力評価法を
見直す必要があるか？

(11) スナッバ限界耐力評価法策定

(10）耐力評価式の見直しNO

YES

a. 異常要因分析による評価対象部品の選定

b. 機能を確認する耐力評価法を
策定するための破壊試験
・ 振動試験及び低速走行試験
・ 静的圧縮試験

c. 公式計算等による試験前の
予想耐力と試験結果による耐力
確認荷重との比較を踏まえた
限界耐力評価法の見直し検討

d. スナッバ限界耐力評価法の策定
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対象 要求機能 要因 現象 喪失機能

メカニカル
スナッバ

地震時の機能

地震後の作動と性能確保

オイル
スナッバ

地震時の機能

地震後の作動と性能確保

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (２) 異常要因分析に基づく評価項目

 スナッバの要求機能として，地震時の機能及び地震後の作動と性能確保の観点で異常要因分析を行い，構造部材
の強度評価及び機能部品の機能評価を実施することとした。

 スナッバ全長に対する座屈評価を実施することとした。

表18 スナッバの異常要因分析

低速走行抵抗力増大
機能部品の損傷

シール性喪失

ポペット弁機能喪失 スナッバ機能喪失

構造部材変形＊４構造部材の損傷

配管系応答過大

機能部品の損傷
ブレーキドラム機能喪失

ボールネジ機能喪失＊５
スナッバ支持機能喪失

スナッバ座屈

構造部材損傷＊１

構造部材の損傷

低速走行抵抗力増大
機能部品の損傷 ボールネジ機能喪失＊５

スナッバ機能喪失
構造部材変形＊４構造部材の損傷

機能部品の損傷
油漏れ

ポペット弁機能喪失＊２

シール性喪失＊３
スナッバ支持機能喪失

スナッバ座屈

構造部材損傷＊１

構造部材の損傷

配管系応答過大

＊１：各スナッバの構造部材の強度評価
＊２：ポペット弁損傷においては，弁のバネ力の変化が考えられる。地震時には所定の抵抗力が得られないことが考えられる。また，地震後においては

低速走行時の抵抗力増大が考えられる。但し，地震時にはポペット弁のバネ力が変化するような地震荷重は作用しない。
＊３：シール性喪失には，系内リークと系外リークが考えられる。系内リークの場合は，ピストン部のシール性が低下し，所定の抵抗力が得られない事が

考えられる。系外リークの場合は，ピストンとロッドカバー間のシール性が低下し，所定の抵抗力が得られない事が考えられる。
＊４：構造部材の変形により，低速走行時の抵抗力を増大させるもの。例えば，ピストンロッド，ロードコラム等の変形
＊５：地震時には，ボールネジ部のボールの圧砕により支持機能喪失が考えられる。地震後においては，低速走行時の抵抗力増大が考えられる。

注記
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図14 メカニカルスナッバ構造図(SMS型の例)

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (３) 評価対象部品の選定(1/2)

 異常要因分析を踏まえ，構造部材の強度評価及び機能部品の機能評価の評価対象部品を選定した。

対象 要求機能 要因 現象 喪失機能

メカニカル
スナッバ

地震時の機能

地震後の作動と性能確保

配管系応答過大

機能部品の損傷
ブレーキドラム機能喪失

ボールネジ機能喪失
スナッバ支持機能喪失

スナッバ座屈＊1

構造部材損傷

構造部材の損傷

低速走行抵抗力増大

機能部品の損傷 ボールネジ機能喪失

スナッバ機能喪失

構造部材変形構造部材の損傷

部品名 構造部材 機能部品
②ジャンクションコラム ○ ―
③ロードコラム ○ ―
④ピン ○ ―
⑤コネクティングチューブ ○ ―
⑥ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト ○ ―
⑦イーヤ ○ ―
⑧ユニバーサルボックス ○ ―
⑨コネクティングチューブイーヤ部 ○ ―
⑩ユニバーサルブラケット ○ ―
⑪ダイレクトアタッチブラケット ○ ―
⑬ベアリングナット ○ ―
⑭ボールねじ ―＊2 ○＊2

⑮アンギュラー玉軸受 ― ○
⑯球面軸受 ― ○

注記＊1：座屈評価は，スナッバ全長に対して実施する

表19 SMS型メカニカルスナッバの構造部材と機能部品

注記＊2：ボールねじは機能部品だが比較的単純な構造のため，機能評価
及び構造部材と同様の強度評価も実施する。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (３) 評価対象部品の選定(2/2)

部品名 構造部材 機能部品
②ピストンロッド ○ ―
③コネクティングパイプ ○ ―
④ピン ○ ―
⑤シリンダチューブ ○ ―
⑥六角ボルト ○ ―
⑦イーヤ ○ ―
⑧スヘリカルアイボルト ○ ―
⑪ターンバックル ○ ―
⑫シリンダカバー ○ ―
⑬タイロッド ○ ―
⑭アダプタ ○ ―
⑯ロッドカバー ○ ―
⑰球面軸受 ― ○
⑱ポペット弁 ― ○＊2

シール性＊3 ― ○

表20 SHP型オイルスナッバの構造部材と機能部品

注記＊2：ポペット弁損傷においては，弁のばね力の変化が考えられる。地震時には所定の抵抗力が
得られないことが考えられる。また，地震後において低速走行時の抵抗力増大が考えられる。
ただし，地震時にはポペット弁のばね力が変化するような地震荷重は採用しない。

＊3：特定の部位ではないが，部品間のシール部についての評価を項目として追加している。

図16 オイルスナッバ構造図(SHP型の例)

対象 要求機能 要因 現象 喪失機能
オイル
スナッバ

地震時の機能

地震後の作動と性能確保

低速走行抵抗力増大

機能部品の損傷
シール性喪失

ポペット弁機能喪失 スナッバ機能喪失

構造部材変形構造部材の損傷

機能部品の損傷
油漏れ

ポペット弁機能喪失

シール性喪失
スナッバ支持機能喪失

スナッバ座屈＊1

構造部材損傷
構造部材の損傷

配管系応答過大

＊1：座屈評価は，スナッバ全長に対して実施する

図15 スナッバ異常要因モード
注記＊1：座屈評価は，スナッバ全長に対して実施する
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (４) 試験内容

 機能維持評価法策定のための破壊試験

• 地震時の機能維持確認として振動試験を行い，動剛性が確保されていることを確認する。加振荷重を段階的に増
加させ，機能が維持できなくなるまで実施する。

• 地震後の機能維持確認として低速走行試験を行い，熱膨張に伴う配管移動を拘束しないことを確認する。試験
は，振動試験後に実施する。

• 試験対象は，事前予測した最小裕度部品が同じ型式を分類して選定した。

 座屈評価法策定のための破壊試験

• 静的圧縮試験を行い，スナッバ本体が座屈するまで実施する。

• 試験対象は，試験装置の制約から最小容量のものを選定した。

グループ 型式 最小裕度部品
1 SMS-01,03 六角ボルト
2 SMS-06,3,16 ボールねじ
3 SMS-1 コネクティングチューブ
4 SMS-6 ベアリングナット（せん断）

5 SMS-10,25～60
ダイレクトアタッチブラケット（ピンせん断）
ユニバーサルブラケット（ピンせん断）

グループ 型式 最小裕度部品
1 SHP-03,06,10,40,60 シール性

2 SHP-1,3,6
アイボルト，
コネクティングパイプ（イーヤ引張）

3 SHP-16,25 ターンバックル（溶接部せん断）

グループ 型式 最小裕度部品
1 SN-03,06,1 ロッドエンド（イーヤ引張）
2 SN-3 コネクティングパイプ（溶接部せん断）
3 SN-6,10 アダプタ部（溶接部せん断）
4 SN-16,25 ダイレクトイーヤ（せん断）

表22 最小裕度部品による型式分類と試験対象(SN型オイルスナッバ)

表23 最小裕度部品による型式分類と試験対象(SHP型オイルスナッバ)

表21 最小裕度部品による型式分類と試験対象(SMS型メカニカルスナッバ)
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (５) 試験方法（1/2）

 振動試験装置の概要

加振機からスナッバの軸方向の加振力を付加し，荷重センサで荷重・変位を記録する。

図17 振動試験装置の概要

加振機から加振力
を受け，左右に可

動する

スナッバ

ロードセル
加振機

変位計

歪増幅器 歪増幅器 油圧
ユニット

データー
レコーダー

オシロ
グラフ

オシロ
グラフ

データー データー

コントロール
ユニット

ロードセル 加振機

変位計

加振機から加振力を受
け，左右に可動する

歪増幅器 歪増幅器

データー
レコーダー

コントロール
ユニット

油圧
ユニット

スナッバ

オシロ
グラフ

オシロ
グラフ

データー データー
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (５) 試験方法（2/2）

 動剛性の確認方法

振動試験から得られる荷重・変位特性(下図参照)から動剛性を算出し，必要動剛性が確保されているかを確認
した。

動剛性＝

図18 スナッバの荷重・変位特性イメージ
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (６) 試験結果

 機能維持評価及び座屈評価に係る試験前の予想耐力に対して，試験結果から確認された耐力確認荷重を以下に示す。
 耐力確認荷重とは，破損又は機能喪失が確認される前の試験条件(機能維持されている状態)における最大荷重である。

表24 試験結果のまとめ表
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙４）
スナッバの電力共同研究の概要 (７) 限界耐力評価法による限界耐力値

 電共研における試験結果を踏まえて策定された限界耐力評価法に基づく，機能部品を含むスナッバの機能維持が
確認できる限界耐力値を以下に示す。

 なお，限界耐力値は，耐力確認荷重(試験結果)に対して余裕がある。

表25 電共研における耐力確認荷重と限界耐力値

型式
定格荷重

(kN)
耐力確認荷重

(kN)
限界耐力値

(kN)
最小裕度部位

最小裕度
部品の分類

限界耐力値
／定格荷重

耐力確認荷重
／限界耐力値

SMS-01 1 ― 19.0 六角ボルト 構造部材 19.00 ―
SMS-03 3 29.9 18.8 六角ボルト 構造部材 6.26 1.59
SMS-06 6 ― 16.8 ベアリング押さえ 構造部材 2.80 ―
SMS-1 10 56.2 53.9 コネクティングチューブ 構造部材 5.39 1.04
SMS-3 30 94.2 75.3 アンギュラー玉軸受 機能部品 2.51 1.25
SMS-6 60 190.5 170.6 ベアリング押さえ 構造部材 2.84 1.11
SMS-10 100 244.7 224.5 ベアリング押さえ 構造部材 2.24 1.08
SMS-16 160 ― 344.2 ベアリング押さえ 構造部材 2.15 ―
SMS-25 250 ― 490.3 ベアリング押さえ 構造部材 1.96 ―
SMS-40 400 ― 941.4 コネクティングチューブ 構造部材 2.35 ―
SMS-60 600 ― 1353.3 ダイレクトアタッチブラケット 構造部材 2.25 ―

SHP-03 3 17.4 5.3 全長座屈 構造部材 1.76 3.28
SHP-06 6 ― 14.1 全長座屈 構造部材 2.35 ―
SHP-1 10 ― 22.7 全長座屈 構造部材 2.27 ―
SHP-3 30 78.4 50.8 全長座屈 構造部材 1.69 1.54
SHP-6 60 ― 141.8 全長座屈 構造部材 2.36 ―
SHP-10 100 ― 196.1 全長座屈 構造部材 1.96 ―
SHP-16 160 523.1 318.7 全長座屈 構造部材 1.99 1.64
SHP-25 250 ― 514.8 ターンバックル 構造部材 2.05 ―
SN-03 3 53.4 9.1 全長座屈 構造部材 3.03 5.86
SN-06 6 ― 16.4 全長座屈 構造部材 2.73 ―
SN-1 10 ― 26.2 全長座屈 構造部材 2.62 ―
SN-3 30 109.7 70.6 全長座屈 構造部材 2.35 1.55
SN-6 60 144.1 125.5 タイロッド（シール性） 機能部品 2.09 1.14
SN-10 100 ― 205.9 ジャンクションコラムアダプタ 構造部材 2.05 ―
SN-16 160 409.1 321.6 タイロッド（シール性） 機能部品 2.01 1.27
SN-25 250 ― 465.8 ダイレクトイーヤ 構造部材 1.86 ―
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙５）
スナッバのＪＮＥＳ研究の概要（１）電共研との対比（1/2）

 JNESでは，平成21～22年度にスナッバの耐力評価手法構築を目的とした研究が実施されている。

 基本的な検討の手順は，電共研と同等であり，結果として得られた耐力値も同等のものであることから，電共研による知
見が妥当であると判断した。

型式
定格
荷重
(kN)

電共研 ＪＮＥＳ研究 ＪＮＥＳ耐
力確認荷重
／電共研限
界耐力値
[C/B]

ＪＮＥＳ
耐力値／
電共研限
界耐力値
[D/B]

耐力確
認荷重＊1

(kN)
[A]

限界
耐力値＊1

(kN)
[B]

最小裕度部品
最小裕度
部品の分類

耐力確
認荷重＊1

(kN)
[C]

耐力値＊1

(kN)
[D]

最小裕度部品
最小裕度
部品の分類

SMS-01 1 ― 19.0 六角ボルト 構造部材

SMS-03 3 29.9 18.8 六角ボルト 構造部材

SMS-06 6 ― 16.8 ベアリング押さえ＊3 構造部材

SMS-1 10 56.2 53.9 コネクティングチューブ 構造部材

SMS-3 30 94.2 75.3 アンギュラ玉軸受＊4 機能部品

SMS-6 60 190.5 170.6 ベアリング押さえ＊3 構造部材

SMS-10 100 244.7 224.5 ベアリング押さえ＊3 構造部材

SMS-16 160 ― 344.2 ベアリング押さえ＊3 構造部材

SMS-25 250 ― 490.3 ベアリング押さえ＊3 構造部材

SMS-40 400 ― 941.4 コネクティングチューブ 構造部材

SMS-60 600 ― 1353.3 ダイレクトアタッチブラケット＊5 構造部材

表26 電共研の限界耐力値とＪＮＥＳ研究における耐力値及び耐力確認荷重との比較（メカニカルスナッバ）
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙５）
スナッバのＪＮＥＳ研究の概要（１）電共研との対比（2/2）

表27 電共研の限界耐力値とＪＮＥＳ研究における耐力値及び耐力確認荷重との比較（オイルスナッバ）

型式
定格
荷重
(kN)

電共研 ＪＮＥＳ研究
ＪＮＥＳ耐力確
認荷重／電共研
限界耐力値

[C/B]

ＪＮＥＳ耐力値
／電共研限界耐

力値
[D/B]

耐力確
認荷重＊1

(kN)
[A]

限界
耐力値＊1

(kN)
[B]

最小裕度部品
最小裕度
部品の分類

耐力確
認荷重＊1

(kN)
[C]

耐力値＊1

(kN)
[D]

最小裕度部
品

最小裕度
部品の分類

SHP-03 3 17.4 5.3 全長座屈＊2 構造部材

SHP-06 6 ― 14.1 全長座屈＊2 構造部材

SHP-1 10 ― 22.7 全長座屈 構造部材

SHP-3 30 69.3 50.8 全長座屈 構造部材

SHP-6 60 ― 141.8 全長座屈 構造部材

SHP-10 100 ― 196.1 全長座屈 構造部材

SHP-16 160 388.2 318.7 全長座屈 構造部材

SHP-25 250 ― 514.8 ターンバックル 構造部材

SN-03 3 20.3 9.1 全長座屈 構造部材

SN-06 6 ― 16.4 全長座屈 構造部材

SN-1 10 ― 26.2 全長座屈 構造部材

SN-3 30 89.3 70.6 全長座屈 構造部材

SN-6 60 144.1 125.5 タイロッド（シール性）＊3 機能部品

SN-10 100 ― 205.9 ジャンクションコラムアダプタ 構造部材

SN-16 160 409.1 321.6 タイロッド（シール性）＊3 機能部品

SN-25 250 ― 465.8 ダイレクトイーヤ＊4 構造部材
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙６）
ばらつきの考え方（１）スナッバの個体差

 スナッバは精密部品で構成され，品質管理（材料，製作等）が十分実施されている工業製品であることから，スナッバの
個体差によるばらつきは基本的に小さいと考えられる。

 下表に示す損傷確認箇所の整理結果では，引張側SHP以外は各型式3体ともに同じ部品が同じ損傷モードにて損傷して
おり，ばらつきが小さいことを示す結果と考えられる。

 ただし，最大負荷荷重が得られるまで荷重を上げて試験を実施した試験体は限られているため，最大負荷荷重に係るばら
つきについて分析することはできないことから，ばらつきの影響は次紙以降（（２）～（３））にて検討した。

本体
型式

供試体
No

損傷確認箇所

損傷を確認した
試験ケースの情報 最大圧縮

負荷荷重
(kgf)

圧縮側
耐力確
認荷重
(kgf)

目標負
荷荷重
(kgf)

最大圧
縮荷重
(kgf)

判定

SMS-3

SMS-3-1

SMS-3-2

SMS-3-3

SN-3

SN-3-1

SN-3-2

SN-3-3

SHP-3

SHP-3-1

SHP-3-2

SHP-3-3

表28 電共研の知見 損傷確認箇所の整理
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙６）
ばらつきの考え方（２）構造部材の耐力評価式による限界耐力値の設定方法

 下記のとおり，耐力評価式による限界耐力値の設定にあたり十分な余裕を取っていることから，最大負荷荷重に対するばら
つきの影響は耐力評価式により設定した限界耐力値に含まれる。

• 構造部材については試験結果により得られたスナッバの最大負荷荷重から直接的に限界耐力値を定めるのではなく，
最大負荷荷重に対して余裕を考慮して設定した耐力確認荷重に対して，安全側に耐力評価式を設定している。

• 別型式の試験結果も反映して安全側に設定した耐力評価式を用いて構造部材の限界耐力値を算出している。

スナッバの地震荷重

最大負荷荷重 スナッバの破損又は機能喪失が確認された試
験条件の荷重記録のうち，スナッバの機能が
維持された状態における最大荷重

余裕

試験のばらつき

最大負荷荷重が得られた試験条件の直前
の試験条件における荷重記録の最大荷重

構造部材の耐力評価式より算出される
荷重

ス
ナ
ッ
バ
に
負
荷
さ
れ
る
荷
重
レ
ベ
ル

耐力確認荷重

限界耐力値

・安全側に耐力評価式を設定
・別型式の試験結果の反映

図19 スナッバの構造部材に対する限界耐力値設定のイメージ
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙６）
ばらつきの考え方（３）機能部品の耐力評価式における補正係数

 機能部品は，耐力評価式と規格の許容応力により限界耐力値を算出している構造部材と異なり，試験結果から得られた
最大負荷荷重に基づき直接的に限界耐力値を設定していることから，試験時のばらつきを考慮する必要がある。

(1) SMS型メカニカルスナッバ（アンギュラー玉軸受）

 アンギュラー玉軸受の補正係数は，  倍としている。

 補正係数設定にあたり，電共研の試験結果に加えて
類似の試験結果としてＪＮＥＳ研究を参照している。
また，補正係数設定にあたっては，標準偏差の２倍
を減じることによってばらつきを考慮している。

型式 試験

(A)
標準スラ
スト荷重
(kN)

(B)
最大負荷
荷重
(kN)

比率
(B)/(A)

SMS-03 電共研
SMS-1 電共研

SMS-10

電共研

ＪＮＥＳ

SMS-25 ＪＮＥＳ
平均値

標準偏差値（σ）
平均値-2σ

表29 標準スラスト荷重，最大負荷荷重及び荷重比

(２) SHP型オイルスナッバ（シール性）

 バックアップリングを使用していない型式であるSHP-03
及びSHP-06のシール性の補正係数は  倍としてい
る。

 シール性は補正係数（  倍）に対応する荷重にお
いて，損傷が確認されなかったことから，設定した補正
係数に対し一定の余裕があることが推測される。

 損傷を確認した”座屈”においては，次項（４）で示
す通り，複数の試験結果に基づき補正係数を設定し
ている。

型式

電共研
試験での
供試体

No

シール性
予測耐
力

(kgf)

耐力確
認荷重
(kgf)

限界耐力
(kgf)

シール性
最小裕度部位

部位 耐力値

注記＊：SHP-03の耐力確認荷重に基づき，予想耐力を  倍した値

表30 バックアップリングを使用していない型式のシール性の耐力値の検討
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙６）
ばらつきの考え方（４）スナッバ全体の座屈の耐力評価式における補正係数

 スナッバ全体の座屈の補正係数は，①全長が短くターンバックル部が中央に近いもの，②全長が長くターンバックル部が端に
近いもので分類し，それぞれ 倍， 倍と設定している。

 スナッバ全体の座屈の補正係数については，静的座屈試験及び加振試験の結果から設定している。また，加振試験につい
ては，電共研で実施した加振試験に加え，電共研以前に実施された加振試験結果も整理し，補正係数を設定している。
以上のように，複数の試験体における試験結果から補正係数を設定しており，ばらつきを考慮した設計となっている。

図20 電共研及び電共研以前に実施されたオイルスナッバの座屈試験結果
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（１）耐力試験の目的及び手順

 ロッドレストレイントの耐力試験により，メーカが従来から使用している設計手法が，ロッドレストレイントの許容限界（定格荷
重）を超える荷重に対しても適用可能であるかを確認するとともに，ロッドレストレイントの限界耐力を確認することで，今回
工認で新規に設定したロッドレストレイントの基準値（許容荷重）の妥当性を検証する。

 ロッドレストレイント限界耐力確認及び新規基準値確認のための検討フローを示す。ロッドレストレイントの裕度推定にあたって
は，ＪＥＡＧ４６０１に基づく許容応力体系を用いる。

図21 限界耐力確認及び新規基準値確認の検討フロー
（青字は詳細説明箇所を示す。）

図22 限界耐力評価の再検討方針の概要
（青字は詳細説明箇所を示す。）
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（２）耐力試験における評価対象選定

 島根２号機における使用実績を調査し，特に地震動の増加が懸念される箇所であるＳクラス及びＳｓ機能維持範
囲に設置されるロッドレストレイントの型式を抽出した。

 ロッドレストレイントの耐力試験における評価項目を明らかにするために異常要因分析を実施し，耐力試験における評
価対象となる部位を選定した。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（３）耐力試験対象の選定（支持機能）

 構造部材の強度評価から，耐力試験における評価対象となる構造部材の予想耐力を推定した上で，座屈を除く裕度
（予想耐力／定格荷重）を推定し，各型式で裕度が最小の部品を特定し，最小裕度部品が同じ型式でグループ化を
行った。
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 構造部材の強度評価から，耐力試験における評価対象となる構造部材の予想耐力を推定した上で，座屈を含む裕度
（予想耐力／定格荷重）を推定した。

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（４）耐力試験対象の選定（座屈）
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（５）耐力試験（支持機能）（1/2）

 ロッドレストレイントの地震時等における支持機能に係る評価裕度確認のため，定格荷重以上の負荷荷重による加振試
験を実施した。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（５）耐力試験（支持機能）（2/2）

図25 加振試験体系図

 加振試験装置の概要を以下に示す。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（６）耐力試験（座屈）

 試験方法
試験体を試験機に取り付け，圧縮方向に変位を入力し，発生する荷重を記録する。変位の入力は本体が座屈す
るまで入力する。静的圧縮試験装置の概要を以下に示す。

図26 静的圧縮試験装置の概要
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（７）耐力試験結果

 耐力試験（支持機能評価裕度確認及び座屈評価裕度確認）の結果を以下に示す。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（７）耐力試験結果（時刻歴荷重波形）

RSA-06-1 耐力確認荷重 加振試験における時刻歴荷重波形の例を以下に示す。



77
【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（８）耐力試験結果の考察

 予想耐力との比較等による耐力試験結果の考察
評価対象部位について，耐力試験結果から得られる耐力確認荷重と予想耐力を比較し，以下のように大別した。
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（別紙７）
ロッドレストレイント耐力試験の概要（９）二次評価荷重の妥当性確認

耐力試験にて確認した耐力確認荷重に対する定格荷重の裕度（（７）表の③／①の値）と，ＪＥＡＧ４６０１に規
定の許容限界に対する定格荷重の裕度の比較を以下に示す。
今回工認で適用する新規耐力係数は，いずれの裕度よりも保守的に設定されていることから，新規耐力係数に基づき設定
されるロッドレストレイントの二次評価において適用する新規基準値は妥当であることを確認した。

型式
定格
荷重
(kN)

定格荷重の裕度
新規耐力係数

ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界 耐力試験における耐力
確認荷重ⅢＡＳ ⅣＡＳ ⅢＡＳ ⅣＡＳ

RSA-06 9
RSA-1 15
RSA-3 45
RSA-6 90
RSA-10 150
RSA-16 240
RSA-25 375
RTS-06 9
RTS-1 15
RTS-3 45
RTS-6 90
RTS-10 150
RTS-16 240
RTS-25 375
RTS-60 900

表40 ロッドレストレイント耐力試験結果と新規耐力係数の比較結果
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No. 種別
評価方法

既工認 今回工認

1 メカニカルスナッバ

定格荷重評価

定格荷重評価（一次評価）及び
新たに設定した許容荷重による評価
（二次評価）

2 オイルスナッバ

3 ロッドレストレイント

4 スプリングハンガ 同左

5 コンスタントハンガ 同左

6 リジットハンガ 同左

7 粘性ダンパ ― 使用荷重

8

レスト
レイント

ラグ

ⅢAS／ⅣAS評価 同左
9 Uボルト

10 支持架構

11 埋込金物

表41 島根２号機で適用する支持構造物の既工認と今回工認の評価方法の比較

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（参考）
島根２号機で適用する支持構造物の既工認と今回工認の評価方法の比較
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【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（参考）
支持装置の機能及び用途（1/2）

支持構造物名称 概略図 機能 用途

アンカ

（アンカサポート）

（ガイドサポート）

アンカサポート ガイドサポート

地震及び熱によ

る変位，軸まわり

の回転を完全に

拘束する。

ガイドサポートは，

一定方向の移動

を許すが軸まわり

の回転を拘束する。

固定用サポート

として使用する。ま

た，配管応力解

析上の解析モデ

ルの境界として使

用する。

レストレイント

（架構式レストレイント）

（ロッドレストレイント）

（Ｕボルト）

地震及び熱によ

る一定方向の変

位を拘束する。

配管の回転を

許すが変位を防ぐ

場合に使用する。

スナッバ

（オイルスナッバ）

（メカニカルスナッバ）

配管の熱膨張

のような緩やかな

移動に対しては拘

束せず，地震時

のような急激な荷

重発生時に拘束

する。

地震等の急激

な荷重により生じ

る応力の低減を

目的として使用す

る。

架構式レストレイント ロッドレストレイント Ｕボルト架構式レストレイント ロッドレストレイント Uボルト

オイルスナッバ メカニカルスナッバ

表42 支持装置の機能及び用途（1/2）
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支持構造物名称 概略図 機能 用途

ハンガ

（スプリングハンガ）

（コンスタントハンガ）

（リジットハンガ）

配管の自重を支持

する目的で使用する。

なお，地震荷重に対

する拘束効果はなく，

耐震支持機能は有し

ていない。

耐震支持機能を

有していないことか

ら，地震応力解

析上は考慮されな

い。

粘性ダンパ

（３軸粘性ダンパ）

３軸粘性ダンパ

配管の熱膨張のよう

な緩やかな移動に対

しては拘束せず，粘

性体の流動抵抗を利

用してエネルギを吸収

する。

地震応答を低

減させることで，地

震等の急激な荷

重により生じる応

力の低減を目的と

して使用する。

リジットハンガスプリングハンガ コンスタントハンガスプリングハンガ コンスタントハンガ リジットハンガ

表43 支持装置の機能及び用途（2/2）

【4-1】配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定（参考）
支持装置の機能及び用途（2/2）



82＜参考＞審査会合における主な説明事項の説明状況

分類 No. 主な説明事項 説明状況

[１]詳細設計申送り

事項

1-1 地震応答解析モデルにおける建物基礎底面の付着力 第1054回審査会合にて説明済

1-2 建物・構築物の地震応答解析における入力地震動の評価 今回説明

1-3 横置円筒形容器の応力解析へのＦＥＭモデル適用方針の変更 次回以降の審査会合にて説明

1-4 サプレッションチェンバの耐震評価 次回以降の審査会合にて説明

1-5 漂流物衝突荷重の設定 今回説明

1-6 機器・配管系への制震装置の適用 【三軸粘性ダンパ】今回説明
【単軸粘性ダンパ】次回以降の審査会合にて説明

1-7 浸水防止設備のうち機器・配管系の基準地震動Ｓｓに対する許
容限界 次回以降の審査会合にて説明

1-8 設計地下水位の設定 今回説明

1-9 防波壁 【逆Ｔ擁壁の改良地盤の解析用物性値】今回説明
【その他】次回以降の審査会合にて説明

1-10 土石流影響評価 次回以降の審査会合にて説明

1-11 保管・アクセス（抑止杭） 第1054回審査会合にて説明済

1-12 ブローアウトパネル閉止装置 第1036,1054回審査会合にて説明済

1-13 非常用ガス処理系吸込口の位置変更による影響 第1036,1054回審査会合にて説明済

1-14 原子炉ウェル排気ラインの閉止及び原子炉ウェル水張りラインにお
けるドレン弁の閉運用による影響 第1036回審査会合にて説明済

[２] 新たな規制要求

（バックフィット）への

対応事項

2-1 安全系電源盤に対する高エネルギ－アーク（HEAF）火災対策 第1054回審査会合にて説明済

2-2 火災感知器の配置 次回以降の審査会合にて説明



83＜参考＞審査会合における主な説明事項の説明状況

分類 No. 主な説明事項 説明状況

[３] 設置変更許可

審査時からの設計変

更内容

3-1 ドライウェル水位計（原子炉格納容器床面＋1.0m）設置高さ
の変更 次回以降の会合にて説明

3-2 格納容器酸素濃度（B系）及び格納容器水素濃度（B系）計
測範囲の変更 第1036回審査会合にて説明済

3-3 第４保管エリアの形状変更 次回以降の会合にて説明

3-4 放射性物質吸着材の設置箇所の変更 次回以降の会合にて説明

[４] その他の詳細設

計に係る説明事項

4-1 配管系に用いる支持装置の許容荷重の設定 今回説明

4-2 原子炉本体の基礎の応力評価に用いる解析モデルの変更 次回以降の会合にて説明

4-3 復水器水室出入口弁への地震時復水器の影響 次回以降の会合にて説明

4-4 制御棒・破損燃料貯蔵ラック等における排除水体積質量減算の
適用 次回以降の会合にて説明

4-5 【新規追加】取水槽 次回以降の会合にて説明

4-6 【新規追加】原子炉建物基礎スラブの応力解析モデルの変更 次回以降の会合にて説明




